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※最終頁の「本資料をご覧いただく上でのご留意事項」をご確認ください。

2025年4月30日現在

フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債ファンド（為替ヘッジなし）

• 上記グラフは、過去の実績を示したものであり、将来の成果を保証するものではありません。
• 基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後のものです。信託報酬率は後述の「ファンドの費用」をご覧ください。
• 税引前分配金再投資基準価額は、税引前分配金を再投資したものとして計算しています。

基準価額の推移

騰落率（税引前分配金再投資）

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

-4.65% -6.20% -5.73% -3.52% - 11.05%

• 市場に広く認知されているベンチマークで、当該ファンドのリスク特性を正確に反映できる指標が存在しな
いため、現状では、当該ファンドの収益率及びリスク特性を特定のベンチマークと比較しておりません。

• ファンドの騰落率は税引前分配金を再投資した場合の数値です。
• 騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。

分配実績

決算月 2023年6月 2024年6月 2025年6月 設定来累計

分配金 0円 0円 - 0円

• 1万口当たりの分配金額（税引前）です。
• 運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。

基準価額の要因分析

当月 設定来

2025年4月末 2025年3月末 2025年2月末 2025年1月末 2024年12月末 2024年11月末 2022年6月30日～

基準価額変動額 -542 円 -57 円 -135 円 -153 円 316 円 -104 円 1,105 円

 公社債損益 -43 円 -86 円 192 円 86 円 -290 円 82 円 -410 円

 利子収入 48 円 50 円 46 円 53 円 50 円 47 円 1,433 円

 為替要因等 -538 円 -12 円 -364 円 -283 円 565 円 -224 円 363 円

 信託報酬 -9 円 -9 円 -8 円 -10 円 -9 円 -9 円 -281 円

分配金 - 円 - 円 - 円 - 円 - 円 - 円 0 円

基準価額 11,105 円 11,647 円 11,704 円 11,839 円 11,992 円 11,676 円

過去5ヵ月

• 要因分析はT-STARのデータを基に算出した基準価額変動の主要項目別の概算値です。分配金の算出根拠とは異なる場合があります。
• 四捨五入の影響により、基準価額変動額と内訳の合計が一致しないことがあります。

基準価額 11,105円

純資産総額 約290億円

• フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債マザーファンドを通じて、主として米国の地方債に投資します。
• 原則として、取得時においてＳ＆Ｐ、ムーディーズ、フィッチ・レーティングスのうち1社以上の格付機関から投資適格（ＢＢＢ－／Ｂａａ

３）以上の格付けが付与された、あるいはこれに相当する信用力をもつと運用者が判断する公社債を主要な投資対象とします。
• 「為替ヘッジなし」、「為替ヘッジあり」、 「為替ヘッジなし（隔月分配型）」の3つのファンドがあります。

ファンドの特色
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※最終頁の「本資料をご覧いただく上でのご留意事項」をご確認ください。

フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債ファンド（為替ヘッジあり）

2025年4月30日現在
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設定日：2022年6月30日

• 要因分析はT-STARのデータを基に算出した基準価額変動の主要項目別の概算値です。分配金の算出根拠とは異なる場合があります。
• 四捨五入の影響により、基準価額変動額と内訳の合計が一致しないことがあります。

• 上記グラフは、過去の実績を示したものであり、将来の成果を保証するものではありません。
• 基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後のものです。信託報酬率は後述の「ファンドの費用」をご覧ください。
• 税引前分配金再投資基準価額は、税引前分配金を再投資したものとして計算しています。

• 市場に広く認知されているベンチマークで、当該ファンドのリスク特性を正確に反映できる指標が存在しな
いため、現状では、当該ファンドの収益率及びリスク特性を特定のベンチマークと比較しておりません。

• ファンドの騰落率は税引前分配金を再投資した場合の数値です。
• 騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。

（注）Bloombergが公表する月末時点における
米ドル円の１カ月為替ヘッジコスト（年率） 

• 1万口当たりの分配金額（税引前）です。
• 運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。

騰落率（税引前分配金再投資）

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

-0.24% 0.57% -0.77% 0.51% - -8.97%

決算月 2023年6月 2024年6月 2025年6月 設定来累計

分配金 0円 0円              - 0円

基準価額の要因分析

当月 設定来

2025年4月末 2025年3月末 2025年2月末 2025年1月末 2024年12月末 2024年11月末 2022年6月30日～

基準価額変動額 -22 円 -70 円 144 円 68 円 -250 円 59 円 -897 円

 公社債損益 -35 円 -66 円 146 円 63 円 -223 円 62 円 -505 円

 利子収入 38 円 40 円 34 円 40 円 39 円 37 円 1,238 円

 為替要因等 -18 円 -36 円 -30 円 -28 円 -58 円 -33 円 -1,382 円

 信託報酬 -7 円 -7 円 -7 円 -7 円 -7 円 -7 円 -249 円

分配金 - 円 - 円 - 円 - 円 - 円 - 円 0 円

基準価額 9,103 円 9,125 円 9,195 円 9,051 円 8,983 円 9,233 円

過去5ヵ月

分配実績

基準価額 9,103円

純資産総額 約28億円

為替ヘッジコスト 4.1%

基準価額の推移
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※最終頁の「本資料をご覧いただく上でのご留意事項」をご確認ください。

フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債ファンド（為替ヘッジなし）（隔月分配型）

2025年4月30日現在
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設定日：2023年10月17日

• 上記グラフは、過去の実績を示したものであり、将来の成果を保証するものではありません。
• 基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後のものです。信託報酬率は後述の「ファンドの費用」をご覧ください。
• 税引前分配金再投資基準価額は、税引前分配金を再投資したものとして計算しています。

基準価額の推移

騰落率（税引前分配金再投資）

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

-4.65% -6.19% -5.73% -3.55% - 7.18%

• 市場に広く認知されているベンチマークで、当該ファンドのリスク特性を正確に反映できる指標が存在しな
いため、現状では、当該ファンドの収益率及びリスク特性を特定のベンチマークと比較しておりません。

• ファンドの騰落率は税引前分配金を再投資した場合の数値です。
• 騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。

分配実績

決算月 分配金 決算月 分配金 決算月 分配金 決算月 分配金 決算月 分配金 決算月 分配金

2023年11月              - 2024年5月 70円 2024年11月 70円 2025年5月          - 2025年11月          - 2026年5月          -

2024年1月 0円 2024年7月 70円 2025年1月 70円 2025年7月          - 2026年1月          - 2026年7月          -

2024年3月 0円 2024年9月 70円 2025年3月 70円 2025年9月          - 2026年3月          - 2026年9月          -

 設定来累計 420円

• 1万口当たりの分配金額（税引前）です。
• 運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。
• 第１計算期間（2023年11月）の決算時においては、収益分配を行いません。

基準価額の要因分析

当月 設定来

2025年4月末 2025年3月末 2025年2月末 2025年1月末 2024年12月末 2024年11月末 2023年10月17日～

基準価額変動額 -503 円 -54 円 -126 円 -145 円 297 円 -96 円 740 円

 公社債損益 -40 円 -81 円 179 円 80 円 -273 円 76 円 595 円

 利子収入 44 円 47 円 43 円 50 円 47 円 44 円 828 円

 為替要因等 -499 円 -12 円 -340 円 -265 円 531 円 -208 円 -527 円

 信託報酬 -8 円 -9 円 -8 円 -9 円 -9 円 -8 円 -156 円

分配金 - 円 -70 円 - 円 -70 円 - 円 -70 円 -420 円

基準価額 10,320 円 10,823 円 10,947 円 11,073 円 11,288 円 10,991 円

過去5ヵ月

• 要因分析はT-STARのデータを基に算出した基準価額変動の主要項目別の概算値です。分配金の算出根拠とは異なる場合があります。
• 四捨五入の影響により、基準価額変動額と内訳の合計が一致しないことがあります。

基準価額 10,320円

純資産総額 約2.4億円
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※最終頁の「本資料をご覧いただく上でのご留意事項」をご確認ください。

フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債マザーファンドの資産状況

（注）

• セクター別及び格付別の構成比率は現物投資有価証券を対象として算出しています。

• 構成比率は小数点以下第2位四捨五入のため、合計が100.0にならない場合があります。

• 平均格付とは、基準日時点で投資信託財産が保有している有価証券に係る信用格付を加重平均したものであり、当該投資信託受益証券に係る信

用格付ではありません。

• 格付別構成比率は、S&P、ムーディーズ、及びフィッチ・レーティングスにより付与されたうちの最上位を採用しています。

• レベニュー債には地方公共団体等が発行する社債を含みます。

• 利回りは、期限前償還などの影響を調整した保有銘柄の利回りを加重平均したものです。また、当ファンドの運用利回り（運用成果）を示すものでは

ありません。

• 組入上位10銘柄は銘柄の一部をご紹介するものであり、個別銘柄の取引の推奨等を目的としたものではありません。

2025年4月30日現在

債券 99.9%

現金等 0.1%

特性値

利回り 5.3%

デュレーション 7.7年

平均格付 AA-

組入銘柄数 121

資産構成比率（対純資産総額） 格付別構成比率

AAA 11.3%

AA 55.6%

A 24.1%

BBB 9.0%

BB以下 0.0%

セクター別構成比率

一般財源債 15.3%

州 8.2%

地方公共団体 7.1%

レベニュー債 84.7%

特別税 16.2%

電力 15.3%

輸送 12.7%

産業開発 11.4%

教育 10.7%

ヘルスケア 8.2%

リース 7.5%

上下水道 2.1%

住宅事業 0.7%

合計 100.0%

組入上位10銘柄

銘柄名 種別 セクター クーポン 利回り 償還日 デュレーション 格付 純資産比

1 イリノイ州 一般財源債 州 5.100% 5.08% 2033/06/01 4.0年 A- 4.0%

2 ニューハンプシャー州ビジネス金融局 レベニュー債 電力 6.890% 6.25% 2034/04/01 5.8年 BBB+ 3.1%

3 ニューヨーク・ニュージャージー港湾公社 レベニュー債 輸送 5.072% 5.50% 2053/07/15 13.4年 AA- 2.8%

4
ジョブズオハイオ・ベバレッジ・システム・スチュワード・リ

カー
レベニュー債 産業開発 4.433% 4.71% 2033/01/01 3.8年 AA+ 2.8%

5 テキサス天然ガスセキュリタイゼーション・ファイナンス レベニュー債 電力 5.169% 5.07% 2041/04/01 11.0年 AAA 2.7%

6 マイアミ・デイド郡港湾局 レベニュー債 輸送 6.224% 5.53% 2055/11/01 8.8年 A 2.6%

7
ゴールデン・ステート・タバコ・セキュリタイゼーション・

コーポレーション
レベニュー債 産業開発 2.746% 5.07% 2034/06/01 6.5年 AA- 2.4%

8 アイダホ州ボイシ市 レベニュー債 輸送 5.849% 5.58% 2054/09/01 10.0年 AA 1.9%

9 ネブラスカ州オマハ市 レベニュー債 特別税 5.696% 5.61% 2054/04/15 10.0年 AA+ 1.8%

10 シアトル港湾局 一般財源債 地方公共団体 4.700% 4.80% 2035/06/01 7.6年 AAA 1.8%
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※最終頁の「本資料をご覧いただく上でのご留意事項」をご確認ください。

2025年4月30日現在

【マーケットレビュー】
当月の米国国債市場では、利回りが若干低下（価格は上昇）しました。上旬は、トランプ米大統領が全て
の輸入品に一律10％の基本関税を課した上で、更に相互課税を上乗せすると発表したことから、貿易戦争
や世界的な景気後退を巡る懸念が強まったため、利回りは低下しました。中旬は、トランプ米大統領の二転
三転する関税政策が市場の混乱を招き、安全資産である米国国債まで売り圧力にさらされた結果、利回り
は急上昇しました。しかし、その後はパウエル米連邦準備制度理事会（FRB）議長が米経済成長の鈍化を
指摘したことなどから、利回りは低下に転じました。下旬は、トランプ米大統領によるパウエルFRB議長への批
判を受け、FRBの独立性が脅かされるとの懸念が強まったことから、米国資産への信頼が揺らいだため、利回
りは一時上昇しました。しかし、その後は米消費者信頼感指数が2020年5月以来の低水準に落ち込み、
関税に対する懸念が米景気の重しとなっていることが明らかになったため、利回りは低下しました。
現地月末ベースでは、米国地方債（課税債）市場のリターンは、米国国債市場のリターンを下回りました。
4月の地方債発行総額（課税地方債と非課税地方債）は前年同月比で増加し、過去5年平均も上回り
ました。また、4月の課税地方債の発行額は、地方債市場全体の1割程度となりました。

【パフォーマンス】
現地月末及び米ドルベースで見た場合、当ファンドの運用成績は市場全体とほぼ同水準になりました。銘柄
選択効果はプラスとなりました。教育、産業開発、輸送セクターにおける銘柄選択がプラスに寄与した一方、
ヘルスケアセクターにおける銘柄選択がマイナスに寄与しました。金利戦略がパフォーマンスに与える影響は限
定的でした。セクター配分効果はマイナスとなりました。一般財源保証債（GO債）の州セクターを控えめに
保有していたことや、産業開発セクターを厚めに保有していたことがマイナスに寄与しました。一方、電力セク
ターを厚めに保有していたことや、教育セクターを控えめに保有していたことがプラスに寄与しました。格付別配
分効果はほぼフラットとなりました。BBB格を厚めに保有していたことがマイナスに寄与した一方、BBB格にお
ける銘柄選択がそのマイナスを相殺しました。

【投資戦略と今後の見通し】
4月の債券市場の地合いは一段と悪化しました。新たな関税や追加関税など主に米国の経済政策の変更を
巡る不透明感が重荷となりました。これを受けて投資家の間では米国債などより安全な資産に資金を移す動
きが広がりました。債券のトータルリターンはまちまちとなりましたが、大半のセクターのリターンは期間が同じ米
国債のリターンに届きませんでした。デュレーションが長く、米国の長期国債の利回りの上昇やスプレッドの拡大
に影響されやすい課税地方債も負の影響を受けました。運用チームでは課税地方債の先行きについてやや
強気な見方を維持し、新規発行の減少、健全な投資家の需要、安定したクレジットファンダメンタルズという
複合要因により課税地方債は下支えられる可能性が高いと考えています。過去の長期的な水準や過去半
年間の水準と比べても課税地方債の利回りは高止まりを続けており、中期的にも投資家の関心を引き付け
る可能性は高いと予想しています。
課税地方債の投資家は、通常、他の課税債券との信用リスクの分散を求めて投資しています。この点、運用
チームでは、課税地方債は、その質の高さに鑑みると、現在非常に魅力的な利回りを提供していると考えてい
ます。地方債市場のファンダメンタルズは引き続き安定しており、中長期的な下支え要因となります。健全な
経済成長を背景に州、郡、多くの地方自治体は準備金を積み増すことが可能になり、今後、生じる可能性
がある金融市場の問題に十分に対処できる状況にあります。地方債の発行体のファンダメンタルズの強さは、
4年連続で格上げ数が格下げ数を上回っている（2024年12月末までのムーディーズの格付け状況に基づ
く）ことにも表れています。一方、近年、信用力の向上に寄与してきた一部の追い風はやや弱まりつつありま
す。景気が減速するなか、州・地方政府の税収も伸びが鈍化するか、もしくは減少すると予想されます。運用
チームでは多くの地方債で格付けは引き続き安定すると予想していますが、セクターごとに違いもあり、状況が
厳しさを増せば、今後数四半期にわたり徹底的なボトムアップリサーチと銘柄選択が特に重要になるとみてい
ます。
米国では、新政権が発足し、多くの政策が発表されました。米国のほとんどの貿易相手国に対する関税が引
き上げられましたが、大半の関税は90日間停止され、米国の要求への各国・地域の対応が認められました。
また、政府効率化省（DOGE）は連邦政府の大規模な人員削減を指示しました。貿易が米国の景気に及
ぼす影響は限定的であることから、関税の直接的な影響は緩やかなものにとどまると分析していますが、関税
政策の発表を受けて先行き不透明感は広がっています。その結果、消費者心理により持続的な影響をもたら
す可能性があります。一方で、政府の規制緩和策や減税策が今後の景気に追い風になると予想されますが、
効果が表れるには時間を要します。弊社のエコノミストは2025年の米国経済は潜在成長率を上回り、インフ
レ率も目標を上回ると予想しています。FRBは関税の影響によりインフレ率が上振れする可能性があることを
認めており、運用チームでは現行の金融緩和局面はほぼ終了したと考えています。弊社の基本シナリオとして
FRBは6月に0.25％の利下げを1度実施し、12月に利下げをさらにもう1度実施する可能性があると予想し
ていますが、一部の金融市場参加者はより積極的な利下げを予想しており、年内に4回の利下げを見込む
向きもあります。不透明感の高まりから債券市場では不安定な動きは続くとみており、そして、これらが投資家
に課税地方債への魅力的な投資機会を提供すると考えています。



フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社

フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債ファンド
（為替ヘッジなし） ／ （為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）（隔月分配型）
月次レポート

愛称：ムニボン 追加型投信／海外／債券

6/10

※最終頁の「本資料をご覧いただく上でのご留意事項」をご確認ください。

当ファンドについてのご注意事項 ※詳しくは最新の交付目論見書をご覧ください

投資リスク

◼ 当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資を行いますので基準価額は変動します。また、実質的に外貨
建資産に投資を行いますので、為替の変動による影響を受けます。

◼ 投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本
を割り込むことがあります。

◼ 当ファンドの信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者の皆さまに帰属します。投資信託は預貯金
と異なります。

◼ 基準価額を変動させる要因として、主に「金利変動リスク」、｢信用リスク｣、 「為替変動リスク」、「米国地方
債に関するリスク」などがあります。リスクは上記に限られるものではありません。

留意点

◼ 当ファンドは、主に米国地方債に投資を行うことにより、安定した収益の確保と信託財産の中長期的な成長
を目指しますが、米国地方債の発行状況等によっては、米国国債を中心としたポートフォリオとなることがありま
す。

◼ 収益分配金は分配方針に基づいて毎決算時に委託会社が決定します。ただし、分配対象額が少額等の場
合は、分配を行わないことがあります。

◼ 分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、そ
の金額相当分、基準価額は下がります。

◼ 分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超え
て支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになり
ます。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

◼ 投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相
当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場
合も同様です。

◼ 当ファンドは「ファミリーファンド方式」により運用を行うため、マザーファンドにおいて他のベビーファンドによる追加
設定、一部解約等に伴う有価証券の売買等が行われた場合、当ファンドの基準価額が影響を受けることが
あります。

◼ 当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はあ
りません。

◼ 大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環
境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引でき
ないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性
や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金の支払いが遅延する可能性があります。

2025年4月30日現在
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※最終頁の「本資料をご覧いただく上でのご留意事項」をご確認ください。

2025年4月30日現在

お申込みメモ ※詳しくは最新の交付目論見書をご覧ください

ファンドの費用 ※詳しくは最新の交付目論見書をご覧ください

購 入 単 位 販売会社が定める単位

購 入 価 額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

換 金 単 位 販売会社が定める単位

換 金 価 額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額

換 金 代 金 換金申込受付日から起算して、原則として５営業日目からお支払いします。

申 込 締 切 時 間 原則として、午後３時30分までに販売会社が受付けたものを当日の申込とします。

なお、販売会社によっては対応が異なる場合がありますので、詳細は販売会社にご確認ください。

購 入 ・ 換 金 の

申 込 受 付 不 可 日
ニューヨーク証券取引所の休業日またはニューヨークの銀行休業日の場合には、購入・換金申込は受付けません。

信 託 期 間

2044年6月15日まで

(フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債ファンド（為替ヘッジなし）/（為替ヘッジあり）

2022年6月30日設定）

(フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債ファンド（為替ヘッジなし）（隔月分配型）

2023年10月17日設定）

※信託期間は延長することがあります。

決 算 日

フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債ファンド（為替ヘッジなし）/（為替ヘッジあり）

  毎年6月15日（休業日の場合は翌営業日）

フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債ファンド（為替ヘッジなし）（隔月分配型）

  毎年1月、3月、5月、7月、9月、11月の各15日（休業日の場合は翌営業日）

収 益 分 配 毎決算時に、分配方針に基づき分配を行います。

課 税 関 係

課税上は株式投資信託として取扱われます。

公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度（NISA）の適用 対象となります。

当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象です。ただし、販売会社により取扱いが異なる場合が

ありますので、詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

配当控除及び益金不算入制度の適用はありません。

税法等が改正された場合には、内容が変更になることがあります。

投資者が直接的に負担する費用 

購 入 時 手 数 料 申込金額（購入価額に申込口数を乗じて得た額）に販売会社がそれぞれ独自に定める率を乗じて得た額とします。

手数料率の上限は、3.3％（税抜3.0％）です。

信 託 財 産 留 保 額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運 用 管 理 費 用 純資産総額に対し年率0.9075％（税抜0.825％）

（ 信 託 報 酬 ） ※運用管理費用（信託報酬）は毎日計上され、日々の基準価額に反映されます。

フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債ファンド（為替ヘッジあり）/（為替ヘッジなし）

信託財産からは毎計算期間の最初の６ヵ月終了日（当該終了日が休業日のときは、その翌営業日を６ヵ月の終了日としま

す。以下同じ。）および毎決算時または償還時に支払われます。

フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債ファンド（為替ヘッジなし）（隔月分配型）

信託財産からは毎決算時または償還時に支払われます。

そ の 他 の 費 用 ・ 手 数 料 売買委託手数料、保管費用、信託事務の処理に要する諸費用、信託財産に関する租税等

原則として発生時に、実費が信託財産から支払われます。

その他諸費用（監査費用、印刷等費用、計理およびこれに付随する業務の委託等の費用、受益権の管理事務費用等。）

日々の純資産総額に年率0.05％を乗じて得た金額を上限として委託会社が算出する金額が毎日計上され、基準価額に

反映されます。

フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債ファンド（為替ヘッジあり）/（為替ヘッジなし）

信託財産からは毎計算期間の最初の６ヵ月終了日および毎決算時または償還時に支払われます。

フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債ファンド（為替ヘッジなし）（隔月分配型）

信託財産からは毎決算時または償還時に支払われます。

※上記の費用等については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を表示することができません。

※投資者の皆さまにご負担いただく手数料等の合計額については、当ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。
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※最終頁の「本資料をご覧いただく上でのご留意事項」をご確認ください。

委託会社、その他の関係法人の概況

販売会社

2025年4月30日現在

委 託 会 社 フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社

金融商品取引業者　関東財務局長(金商)第417号　

　加入協会 ：   一般社団法人投資信託協会

  一般社団法人日本投資顧問業協会

  一般社団法人第二種金融商品取引業協会

投 資 顧 問 会 社 フランクリン・アドバイザーズ・インク

受 託 会 社 三菱UFJ信託銀行株式会社

取 扱 販 売 会 社 の 照 会 先  　フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社

 　https://www.franklintempleton.co.jp  (03)5219-5940 　(受付時間　営業日の午前9時～午後5時）

販売会社名 登録番号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物取引業

協会

一般

社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

日本商品

先物取引

協会

フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債ファンド（為替ヘッジなし）/（為替ヘッジあり）/（為替ヘッジなし）（隔月分配型）取り扱い

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

株式会社SBI新生銀行

（委託金融商品取引業者

　株式会社SBI証券、マネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

株式会社イオン銀行

（委託金融商品取引業者

　マネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長(登金)第633号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○ ○

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債ファンド（為替ヘッジなし）/（為替ヘッジあり）のみ取り扱い

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○

三菱UFJ eスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

（委託金融商品取引業者

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○

株式会社京都銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社京都銀行

（委託金融商品取引業者   京銀証券株式会社）
登録金融機関 近畿財務局長（登金）第10号 ○ ○

京銀証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第392号 ○

フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債ファンド（為替ヘッジなし）/（為替ヘッジなし）（隔月分配型）取り扱い

株式会社武蔵野銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第38号 ○

フランクリン・テンプルトン・アメリカ地方債ファンド（為替ヘッジなし）のみ取り扱い

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

株式会社スマートプラス 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3031号 ○ ○ ○
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※最終頁の「本資料をご覧いただく上でのご留意事項」をご確認ください。

• 当資料は、フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社（以下「当社」）が作成した販売用資料であり、金融商品取引

法に基づく開示書類ではありません。

• 当資料は、当社が信頼性が高いと判断した各種データ等に基づいて作成したものですが、その完全性、正確性を保証す

るものではありません。

• 当資料に記載されたグラフやデータ等は、過去の実績または予測であり、将来の運用成果・市場変動等を示唆あるいは

保証するものではありません。運用実績等は税引前のものです。
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入証券の発行者の信用状況の悪化等の影響による基準価額の下落により、損失を被ることがあります。したがって、投資

元本は保証されているものではなく、投資元本を割り込むことがあります。

• 投資信託は預金等や保険契約と異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。証券会

社以外で投資信託をご購入された場合は、投資者保護基金の支払いの対象にはなりません。

• 投資信託は、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

• 投資信託の取得の申込みにあたっては、販売会社より最新の投資信託説明書（交付目論見書）をお渡しいたしますの

で、必ず内容を十分ご確認のうえご自身でご判断ください。投資信託説明書（交付目論見書）は、取扱販売会社にご

請求ください。

• 当資料に指数・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権、その他一切の権利は、その発行者に帰属します。

• 当資料は当社の許可なく複製・転用することはできません。
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